
建築基準法第３条第１項第３号に基づく条例の制定状況比較表① 
自治体 神戸市 京都市 横浜市 兵庫県 福岡市 川越市 鎌倉市 

条例の名称 神戸市都市景観条例 
京都市歴史的建築物の保存

及び活用に関する条例 

横浜市魅力ある都市景観の

創造に関する条例 
景観の形成等に関する条例 

福岡市歴史的建築物の保存

及び活用に関する条例 

川越市歴史的建築物の保存

及び活用に関する条例 

鎌倉市歴史的建築物の保存

及び活用に関する条例 

制定日 
H22.12.20 

（施行：H23.1.20） 

H24.3.30 

（施行：H24.4.1） 

H25.12 

（施行：H26.7.1） 

H25.3.22 

（施行：H25.10.1） 

H27.3.19 

（施行：H27.4.1） 

H28.3.18 

（施行：H28.10.1） 

H28.10.24  

（施行：H28.10.24） 

制定方法 景観条例を改正 新規に制定 景観条例を改正 景観条例を改正 新規に制定 新規に制定 新規に制定 

運用指針等の有無 

なし あり 

・保存建築物の安全性の確

保等に関する指針＜木造

建築物版＞

・保存建築物の安全性の確

保等に関する指針＜非木

造建築物版＞

なし なし なし あり 

・川越市歴史的建築物保存

活用計画策定指針（木造

建築物）

あり 

・鎌倉市建築基準法第３条

１項３号の指定に係る審

査基準

制定の目的 

歴史性及び地域性豊かな伝

統的建造物群その他の建築

物等の保存及び活用その他

の都市景観の形成に関する

必要な事項を定め，神戸ら

しい都市景観をまもり，そ

だて，つくり，市民にとっ

て親しみと愛着と誇りのあ

るものとすること 

歴史的な価値を有する建築

物を保存，及び活用，並び

にその安全性の向上及び維

持を図るための措置に関し

必要な事項を定め，当該建

築物を良好な状態で将来の

世代に継承すること 

地域の個性と市民等の豊か

な発想が調和した，人をひ

きつける質の高い都市の実

現を図ることで，横浜らし

い都市景観が市民の財産と

して将来にわたり共有さ

れ，市民生活の向上に寄与

すること 

優れた景観を創造，又は保

全するとともに，大規模建

築物等その他の建築物等と

地域の景観との調和を図る

ため，景観に影響を及ぼす

行為の届出等に関して必要

な事項を定め，魅力あるま

ちづくりと文化的な県民生

活の確保に寄与すること 

歴史的な建築物について，

現状変更の規制及び保存の

ための措置並びに安全性の

維持及び向上を図るために

必要な事項を定め，当該建

築物の歴史的価値を維持し

つつ，利活用を促進し，良

好な状態で文化的遺産を将

来の世代に継承すること 

歴史的価値を有する建築物

の保存及び活用のための措

置に関し必要な事項を定

め，当該建築物を良好な状

態で将来の世代に継承し，

本市固有の歴史的景観の保

全及び文化の向上に寄与す

ること 

歴史的な価値を有する建築

物を保存・活用し ，安全性

向上・維持を図るために必

要な事項を定め，当該建築

物を地域の資産として 良

好な状態で将来の世代に継

承すること 

条例における 

保存建築物の対象 

・景観重要建造物（景観法

第１９条第１項）

・景観重要建造物（景観法

第１９条第１項）

・景観重要建造物（景観法

第１９条第１項）

・景観重要建築物等（鎌倉

市都市景観条例

・登録有形文化財（文化財

保護法）

・京都府文化財保護条例第

５２条第１項の規定によ

り登録された文化財

・京都市文化財保護条例第

４１条第１項の規定によ

り登録された文化財

・登録された有形文化財（文

化財保護法） 

・福岡市登録有形文化財（福

岡市文化財保護条例(昭

和 48 年福岡市条例第 33

号)第 35 条第 1項） 

・登録有形文化財（文化財

保護法）

・登録有形文化財（文化財

保護法）

・神奈川県指定重要文化財

（神奈川県文化財保護条

例（昭和 30 年神奈川県条

例第13号）第４条第１項） 

・鎌倉市指定有形文化財（鎌

倉市文化財保護条例（平

成17年３月条例第13号）

第 11 条第１項） 

・歴史的風致形成建造物（地

域における歴史的風致の

維持及び向上に関する法

律第１２条第１項に規定

する） 

・歴史的風致形成建造物（地

域における歴史的風致の

維持及び向上に関する法

律（平成二十年法律第四

十号）第十二条第一項） 

・京都市市街地景観整備条

例第３８条に規定する歴

史的意匠建造物

・伝統的建造物（川越市伝

統的建造物群保存地区保

存条例（平成年条例第十

九号）第三条第二項第二

号）

・景観形成重要建築物とし

て市長が指定したもの

・その他市長が前条の目的

に適合するものとして別

に指定するもの

・特定景観形成歴史的建造

物として市長が指定した

もの

・景観形成重要建造物とし

て知事が指定したもの

・その他市長が前条の目的

に適合するものとして指

定するもの

・その他市長が前条の目的

に適合するものとして指

定するもの

・上記に掲げるものに準ず

るものとして市長が認め

るもの

【第１回・資料３-１】 
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建築基準法第３条第１項第３号に基づく条例の制定状況比較表② 
自治体 神戸市 京都市 横浜市 兵庫県 福岡市 川越市 鎌倉市 

保
存
計
画

作成主体 

市長 ・所有者

・景観整備機構

・歴史的風致維持向上支援法人

市長 所有者 所有者 所有者 所有者 

作成手続き 

・所有者の申出により市長

が保存活用計画を作成

・所有者等が保存活用計画

を作成し、市長に提出

・市長が保存活用計画を作

成

・所有者等と協議

・都市美対策審議会に意見

聴取

・所有者が保存活用計画を

作成し、知事に認定申請

・知事が認定

・市町の長に意見聴取

・景観審議会に意見聴取

・所有者が保存活用計画を

作成し、市長に提出

・所有者が保存活用計画を

作成し、市長に提出

・所有者が保存活用計画を

作成し、市長に提出

計画内容 

名称及び概要 名称及び概要 名称及び概要 名称及び所在地 名称及び概要 

所有者の氏名及び住所 所有者の氏名及び住所 所有者の氏名及び住所 所有者の氏名及び住所 所有者の氏名及び住所 

目標及び方針 目標及び方針 

工事の内容 工事の内容 工事の内容 工事の内容 工事の内容 

安全性 安全性 安全性 安全性 安全性 

維持管理 維持管理 維持管理 管理 維持管理 

その他必要な事項 市長が必要と認める事項 その他必要な事項 知事が必要と認める事項 市長が必要と認める事項 市長が必要と認める事項 市長が必要と認める事項 

現状変更の規制及び保存の

ための措置に関する事項 

現状変更の規制及び保存の

ための措置に関する事項 

現
状
変
更
規
制

保
存
建
築
物

規制 

対象 

・現状の変更

・保存に影響を及ぼす行為

・増築、改築、移転、用途

変更、修繕、模様替え

・保存に影響を及ぼす行為

・現状の変更

・保存に影響を及ぼす行為

・改築，増築，移転，修繕，

模様替え

・色彩・意匠の変更

・形状変更

・保存に影響を及ぼす行為

・形状変更

・保存に影響を及ぼす行為

・形状変更

・保存に影響を及ぼす行為

手続き 

・市長の許可

・必要な条件付加が可能

・市長の許可

・必要な条件付加が可能

・市長の許可

・必要な条件付加が可能

・知事の許可

・必要な条件付加が可能

・市長の許可

・必要な条件付加が可能

・許可後の工事着工

・工事後の市長への届出

・市長の許可

・必要な条件付加が可能

・許可後の工事着工

・工事後の市長の検査

・市長の許可

・必要な条件付加が可能

・許可後の工事着工

・工事後の市長の検査

条件違反

の対応 

・行為の停止命令

・許可の取消し
― 

・許可の取消し ・行為の停止命令

・是正命令
― ― ― 

保 存

建 築

物 以

外 

規制 

対象 
― 

・同一敷地内の保存建築物

以外の増築、改築、移転

又は用途変更

― ― 

・同一敷地内の保存建築物

以外の改築，増築，移転，

修繕，模様替え

・同一敷地内の保存建築物

以外の改築，増築，移転，

修繕，模様替え

・同一敷地内の保存建築物

以外の改築，増築，移転，

修繕，模様替え

手続き ― 

・確認申請前の市長による

計画認定

・認定後の工事着工
― ― 

・確認申請前の市長の許可

・必要な条件付加が可能

・許可後の工事着工

・工事後の市長への届出

・確認申請前の市長の許可

・必要な条件付加が可能

・許可後の工事着工

・工事後の市長の検査

・確認申請前の市長の許可

・必要な条件付加が可能

・許可後の工事着工

・工事後の市長の検査

維

持

管

理

方

法 

管理主体 所有者等 
所有者 

保存管理責任者の選任可能 
所有者等 所有者等 

所有者 

保存管理責任者の選任可能 

所有者 

保存管理責任者の選任可能 

所有者 

保存管理責任者の選任可能 

管理が適当でな

い場合の措置 
― 勧告⇒命令 ― 指導又は助言 助言⇒勧告⇒命令 助言⇒勧告⇒命令 助言⇒勧告⇒命令 

維持管理 

に関する報告等 
― 定期に報告 ― ― 定期に報告 記録の作成・保存 定期に報告 

権利義務の承継 ― あり ― ― あり あり あり 

指定事例 ２件 ７件 ２件 ― ― ― ― 
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自治体の条例制定のプロセスについて（アンケート調査からの整理） 

１．条例制定の背景・目的・きっかけ 

【背景・目的】 

○歴史的な建築物を用途変更や増改築して利活用を図りたい。

・活用しつつ、より強く保存を担保したい。

・小規模な利活用にとどまらず、活用の自由度を高めたい。

・所有者の選択肢を増やしたい。

・建物の老朽化、観光客等の社会的ニーズに対応したい。

【利活用を図る目的】 

・景観保存、歴史的町並み保全、地域の資産として継承するため。

・地域活性化や観光・移住政策、産業育成等に貢献させるため。

【利活用対象】 

・登録有形文化財、景観重要建造物、京町家、昭和初期の木造家屋、木造３階建て旅館、

江戸時代の町家、昭和初期の近代建築物、民間所有の歴史的建造物、空き家 など

○建築基準法への適合が難しい。

・景観重要建造物の保存時など

・特殊建築物（店舗、集会所等）への用途変更、増改築時

○世界遺産登録や、ユネスコ都市の認定を受けたい。

【きっかけ】 

○登録有形文化財など地域の歴史的建築物の用途変更や増改築等の相談、利活用の断念、

滅失など

○歴史的資産の保全活用や歴史的まちづくりの標榜、気運の高まり

・国家戦略特区指定、ユネスコデザイン都市の認定、世界遺産登録などを契機

○歴史的建造物の保存活用に向けた課題出し

・景観審議会からの指摘など

神戸市 

(H23.1.20 施行)

○H19 年、市内で歴史的建築物の解体があり、歴史的建築物の保全活用が課題と

なる。

○H20 年度、ユネスコデザイン都市に認定された。「デザイン都市・神戸」の推進のための

基本的方針において、「まちのデザイン」の主な取り組みの 1 つに「歴史的・文化的価値

の高い地域資源の保全・活用・継承・情報発信」を掲げた。

○H21 年度、旧神戸生糸検査所を、デザイン都市神戸の拠点として活用することとなり、活

用の自由度を高めるための施策を検討。

京都市 

(H24.4.1 施行)

○H20 年度、21 年度に実施した「京町家まちづくり調査」において、京都市内に京町家が

約 48000 軒存在することを確認。

○前回調査との比較により、年間２％程度づつ滅失が進行していることも確認され、京町

家の保存活用のための制度制定が喫緊の課題であると考えた。

横浜市 ○凍結的な保存を前提とした文化財制度と、建築物の活用を前提とした要綱に基づく歴史

【第２回・資料３－１】 
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(H26.7.1 施行) 的建造物の認定制度を両輪で運用。 

○要綱による認定歴史的建造物は担保性が弱いため、建築物の活用を行いつつより強く建

造物の保存を担保できる制度が必要となっていた。

○建築基準法の適用除外を受けることで建造物所有者の選択肢を増やし、利活用を推進し

ていく必要があった。

兵庫県 

(H25.10.1 施行)

○従前の景観条例において、地域の景観形成に重要な役割を果たしている建造物を景観形

成重要建造物に指定し、所有者等が景観が損なわれないように適切に維持管理に対する

努力義務を定めていた。

○景観形成重要建造物を改修し、保存・活用を図る際、外観を維持したまま建築基準法に

適合させることが困難となり、活用を断念するケースを課題として想定。

福岡市 

(H27.4.1 施行)

○国家戦略特区指定が契機。

○建築基準法施行前に建てられた建築物において、老朽化に伴う改修や設備更新時には、

現行基準への適用に伴い多額の改修費用が掛かる等の理由により、空き家化や解体が進

展。

○一方、その歴史的建築物の意匠や空間を生かし、特に海外からの来客等にレストランや

サテライトオフィスとして活用し、福岡の魅力を感じてもらう場所として地域活性化や

国際観光等に貢献させたいとのニーズがあるとして検討開始。 

川越市 

(H28.10.1 施行)

○都市景観条例に基づき景観保存の了解を得ていた建物が、相続をきっかけに滅失。

○川越市都市景観審議会より、早急に対処すべき課題として、歴史的な建造物の保存に関

する提言として、「活用のための建築基準法の法的制限緩和」の必要性を指摘。

鎌倉市 

(H28.10.24 施行)

○近隣商業地域に立つ昭和初期の木造家屋を保存活用したいとの相談があり、建築基準法

の適用除外を前提として進めていた。

○結果的にこの計画は中止になったが、市に寄贈された歴史的な価値を有する建築物も多

数存在するなど歴史的建造物が点在する古都鎌倉において、これらを地域の資産として

後世に承継できるよう条例を整備した。

豊岡市 

(H29.4.1 施行予

定) 

○豊岡市の城崎温泉は木造 3階建て旅館が多数現存している。

○建物老朽化、また観光客等の社会的ニーズに対応するために増築や用途変更を余儀なく

されているが、現行の建築基準法が遡及するため、計画を断念して建築物を解体し、駐

車場にするケースもあり、木造 3 階建て旅館を含むまちなみ景観の存続に危機感が募っ

ていた。

○「国家戦略特区における規制改革事項等の検討方針(H25.10.18)」及び「建築基準法第 3

条第 1 項第 3 号の規定の運用等について(H26.4.1)」を受け、平成 26 年 6 月より学識者

等で構成した検討委員会を設立し、２年間にわたり、歴史的建築物を安全かつ安心に利

活用していくためのハード・ソフトにわたる基準等の検討を実施。

富岡市 

(H29.3 議会提出

予定)

○富岡製糸場が世界遺産となり、歴史的建築物を活用したまちづくりの気運が高まってい

る。

○歴史的な価値を有する建築物が、景観の保全及び文化の向上に資することに鑑み、安全

性の向上及び維持を図るための措置に関し必要な事項を定めることにより、当該建築物

を良好な状態で将来の世代に継承することを目的とする。

○市内の飲食店（登録有形文化財）の敷地内に住宅を新築したいが、法 42 条 2項道路に面

して古い塀が残っており、新築にあたり道路後退が必要になるが、壊したくないと相談。 

津山市 

(H29.6 議会提出

○これまで 20 年以上町並保存に取り組む中で、江戸時代の町家、昭和初期の近代建築物の

利活用において、特殊建築物（店舗、集会所等）へ用途変更の希望があるものの、建築
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予定) 基準法への適合困難なケースが多く、小規模な利活用にとどまっていた。 

○H29 年度から市有町家の利活用計画があり、その事業に対応し、また市物件を例として具

体的なスキームを示すことで民間への運用を期待。

藤沢市 

(H30.4 制定目処) 

○建築基準条例の制定にあわせ、当市に残る数少ない歴史的建築物の利活用を推進し、保

存を図る制度を盛り込む必要があったため。

小田原市 

(未定) 

○民間所有の歴史的建造物は、保全が困難になりつつある中、宅地分譲やマンションとし

て転用されるケースが発生。

○市所有の歴史的建造物は、市民団体等との連携による活用が図られ、市民・観光客に小

田原の歴史に触れる機会を提供しているが、「点」として存在している建造物を今後、線

や面へと広げていくことが必要。

○民間所有の歴史的建造物との連携が不可欠であるが、これらを市で所有・活用すること

は財政的にも困難であることから、民間の活力を生かし、保存活用を図ることが求めら

れる。

○既存の歴史的建造物が第１種低層住居専用地域などに存在するケースが多く、その活用

にあたっては、旅館や店舗など他の用途への変更が必要で、現行基準への適合が難しい

ため。

氷見市 

(未定)

○沿岸部の歴史ある漁村風景をはじめ、市内いたるところに一定規模の群として現存する

風情のある古民家や番屋、古い商店建築などが、少子高齢化や産業構造の変化によって、

住み手のいなくなった空き家が著しく増加し、適切に管理・活用されないまま荒廃が進

展。

○当地域においても単なる町並み保存に留まらない積極的な「活用」を民間と協働して推

進すべきであるが、地域に手本となる活用事例も少なく、様々な活動や事業、地域や分

野を越えた主体の連携が図られていない現状。

○古民家等の風情を残しながら用途に応じて改修（増改築）をする場合、建築基準法や消

防法に適用しない点が多く、空き家活用が進まない原因にもなっている。

○北陸地方特有の漁村、街道文化を色濃く残す町並みを背景に、歴史的・文化的な建築物

（古民家等）を活用した新しいライフスタイル、起業スタイルを受け入れることのでき

る環境、しくみ、ネットワークを構築し、次世代につながる地域の観光・移住・交流を

担う産業の育成をはかることを目的に、平成２６年度から空き家活用の調査と試行を開

始。
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２．行政庁内の調整（行政庁内の関係部局間の調整） 

部局名 作業段階 調整内容 

建築基準法 

担当部局 

条例制定 

前段作業 

○情報共有、共通認識

・条例制定の必要性

○課題の洗い出し

・建築基準法での懸念事項等の整理

○法３条その他条例、制度の素案の作成

・条例の目的

・対象建築物（指定対象とする建築物のイメージ共有）

・条例運用フロー（指定から建築基準法適用除外までの流れ） 

・審査・検査体制（各所管課の役割分担、関わり方）

・保存活用計画の内容、策定後の現状変更の際の手続き

○安全性の確認

・安全性の基準と担保の考え方

条例制定 

作業時 

○条例の運用

・建築基準法との関係

随時 
○安全性の確認

・建築基準法不適合部分の代替措置

消防部局 

条例制定 

前段作業 

○情報共有、共通認識

・現状と課題

・歴史的建築物の保全・活用等の枠組み

○課題の洗い出し

・建築基準法での懸念事項等の整理

○法３条その他条例、制度の素案の作成

・条例の目的

・対象建築物

・条例運用フロー（指定から建築基準法適用除外までの流れ） 

・審査・検査体制（各所管課の役割分担、関わり方）

○安全性の確認

・分類に応じた避難安全のための措置

条例制定 

作業時 

○消防同意

・消防同意の代替措置の方法

・消防同意又は意見を求めることの必要性

随時 
○安全性の確認

・防災上の措置についての調整
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部局名 作業段階 調整内容 

文化財 

担当部局 

条例制定 

前段作業 

○情報共有、共通認識

・現状と課題

・条例制定の必要性

・文化財条例の運用状況や現状変更の許可制度の仕組み

・歴史的建築物の保全・活用等の枠組み

○課題の洗い出し

○法３条その他条例、制度の素案の作成

・対象建築物

・審査・検査体制（事務分担、歴史的価値に関する審査等と

安全性に関する審査等の担当部署について）

随時 ○対象建築物の基準・範囲

都市計画 

担当部局 

条例制定 

前段作業 

○情報共有、共通認識

・現状と課題

・歴史的建築物の保全・活用等の枠組み

○課題の洗い出し

○法３条その他条例、制度の素案の作成

・審査・検査体制（事務分担、歴史的価値に関する審査等と

安全性に関する審査等の担当部署について）

随時 ○対象建築物の基準・範囲

法務・文書 

担当部局 

条例制定 

前段作業 

○情報共有、共通認識

・条例制定の必要性と運用

○法３条その他条例、制度の素案の作成

・対象建築物（指定対象とする建築物のイメージ共有）

・審査・検査体制（各所管課の役割分担、関わり方）

・条例運用フロー（指定から建築基準法適用除外までの流れ） 

○罰則（検察庁）

議会 

上程前 
○条文の校閲

その他 

観光部局 

生活衛生部局 

条例制定 

前段作業 

（観光企画課・生活衛生課） 

○情報共有、共通認識

・現状と課題

・歴史的建築物の保全・活用等の枠組み

○法３条その他条例、制度の素案の作成
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調整した部局 調整した内容 

建築基準法の

担当部局 

○条例制定作業に入る前に、安全性の基準と担保の考え方・保存活用計画の内容・保存活

用計画策定後の現状変更の際の景観部局と指導部局の手続きについて調整を行い、保存

活用計画に記載する項目を施行規則に位置付けた。（神戸市）

○条例制定作業に入る前に、指定対象とする建築物のイメージ共有を行った。（横浜市）

○条例制定作業前から議会提案前にかけて及び個別建築物指定に際し、各所管課の役割分

担や、指定から建築基準法適用除外までの流れについて調整を行い、事務フローを作成

し手続きの流れや各課のかかわり方を明確にした。（横浜市）

○条例制定作業時に、条例の運用（建築基準法との関係）について調整を行った。（兵庫県） 

○随時、建築基準法不適合部分の代替措置について調整（安全性の確認）を行った。（福岡

市建築審査課）

○条例制定作業準備時から条例制定作業時にかけて、目的、対象建築物、条例運用フロー、

審査・検査体制について調整を行った。調整内容は条例全般に反映された。（川越市）

○当初より建築基準法での懸念事項等について調整しており、条例全般、技術的内容につ

いて扱っている。（豊岡市）

○条例制定作業に入る前に、条例制定の必要性について調整を行った。調整の結果、条例

への罰則を位置付け、保存計画において構造検討の外部評価を条件にした。

（津山市） 

○建築基準法適用除外検討や歴史的建造物の活用にあたって、歴史的建造物の建築基準法

適用除外に関する調査・研究を行い、現行法による用途変更対象物件の共通認識・課題

の洗い出しを行っている。（小田原市）

○専門委員会準備会のなかで検討し、それぞれの部署に関連した内容について情報の共有

を行った。（氷見市）

消防部局 ○条例制定（平成 24 年度）の前（平成 22 年度）に、京町屋等の現状と課題、京町屋の保

全・活用等の枠組み，法 3条その他条例，制度の素案の作成について調整を行った。調

整内容は条例の条文へ反映された。（京都市）

○条例制定（平成 24 年度）の前（平成 23 年度）に、分類に応じた避難安全のための措置

について調整を行った。調整内容は保存建築物の安全性の確保等に関する指針（要綱）

に反映された。（京都市）

○随時、防災上の措置についての調整（安全性の確認）を行った。調整の結果、物件登録

時に消防同意を求めている。（福岡市）

○条例制定作業準備時から条例制定作業時にかけて、目的、対象建築物、条例運用フロー、

審査・検査体制について調整を行った。調整の結果、保存建築物への登録や現状変更の

許可を行う時に消防長の意見を聴くことができることとした。（川越市）

○条例制定作業時に、消防同意の代替措置の方法について協議した（消防法は適用される

ため）。調整の結果、保存建築物の登録時及び変更時に消防庁の意見聴取ができることと

した。（鎌倉市）

○当初より建築基準法での懸念事項等について調整し、条例内での役割、審査ルート等に
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ついて行っている。調整内容は指針等の内容や、条例の運用フロー等に反映している。

（豊岡市） 

○条例制定作業時に調整を行っている。（富岡市）

○条例制定作業時に、法 3条 1項 3号に基づく指定をするにあたり、消防への同意又は意

見を求めることの必要性について調整を行った。調整の結果、消防へ意見を聴取する旨

の規定を設ける予定。（藤沢市）

○建築基準法適用除外検討や歴史的建造物の活用にあたって、歴史的建造物の建築基準法

適用除外に関する調査・研究を行い、現行法による用途変更対象物件の共通認識・課題

の洗い出しを行っている。（小田原市）

○専門委員会準備会のなかで検討し、それぞれの部署に関連した内容について情報の共有

を行っている。（氷見市）

文化財の 

担当部局 

○条例制定作業に入る前に、文化財条例の運用状況や現状変更の許可制度の仕組みについ

て調整を行った。調整の結果、文化財条例の現状変更の許可制度の条文を参照して景観

条例に位置付けた。（神戸市）

○条例制定（平成 24 年度）の前（平成 22 年度）に、京町屋等の現状と課題、京町屋の保

全・活用等の枠組み，法 3条その他条例，制度の素案の作成について調整を行った。調

整内容は条例の条文へ反映された。（京都市）

○随時、対象建築物の基準・範囲について調整を行った。調整の結果、対象建築物に「法

の規定適用の際，現に存し，又は建築，修繕若しくは模様替えの工事中であった建築物」

かつ「国，市登録有形文化財」，「市長が条例の目的に適合するとして指定するもの」と

した。（福岡市）

○条例制定作業準備時から条例制定作業時に、対象建築物について調整を行った。調整の

結果、対象建築物に登録有形文化財を含めた。（川越市）

○条例制定作業時に調整を行った。（富岡市）

○条例制定作業に入る前に、条例制定の必要性について調整を行った。（津山市）

○条例制定作業に入る前と条例制定作業時に、事務分担、歴史的価値に関する審査等と安

全性に関する審査等をそれぞれどの部署が担当するかについて調整を行った。（藤沢市） 

○建築基準法適用除外検討や歴史的建造物の活用にあたって、歴史的建造物の建築基準法

適用除外に関する調査・研究を行い、現行法による用途変更対象物件の共通認識・課題

の洗い出しを行っている。（小田原市）

都市計画の 

担当部局 

○条例制定（平成 24 年度）の前（平成 22 年度）に、京町屋等の現状と課題、京町屋の保

全・活用等の枠組み，法 3条その他条例，制度の素案の作成について調整を行った。調

整内容は条例の条文へ反映された。（京都市）

○随時、対象建築物の基準・範囲について調整を行った。調整の結果、対象建築物に「法

の規定適用の際，現に存し，又は建築，修繕若しくは模様替えの工事中であった建築物」

かつ「国，市登録有形文化財」，「市長が条例の目的に適合するとして指定するもの」と

した。（福岡市）

○条例制定作業時に調整を行った。（富岡市）

○条例制定作業に入る前と条例制定作業時に、事務分担、歴史的価値に関する審査等と安
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全性に関する審査等をそれぞれどの部署が担当するかについて調整を行った。（藤沢市） 

○建築基準法適用除外検討や歴史的建造物の活用にあたって、歴史的建造物の建築基準法

適用除外に関する調査・研究を行い、現行法による用途変更対象物件の共通認識・課題

の洗い出しを行っている。（小田原市）

○専門委員会準備会のなかで検討し、それぞれの部署に関連した内容について情報の共有

を行った。（氷見市）

法務・文書 

担当部局 

○条例制定（平成 24 年度）の前（平成 23 年度）に、検察庁と罰則について調整を行った。

調整内容は条例の条文へ反映された。（京都市）

○条例制定作業に入る前に、指定対象とする建築物のイメージ共有を行った。（横浜市）

○条例制定作業前から議会提案前にかけて、また個別建築物指定に際し、各所管課の役割

分担や、指定から建築基準法適用除外までの流れについて調整を行い、事務フローを作

成し手続きの流れや各課のかかわり方を明確にした。（横浜市）

○議会上程前に条文の校閲を行い、結果として施行規則において専門委員会での「持ち回

り審査」を可能にした。（豊岡市）

○条例制定作業に入る前に、条例制定の必要性と運用について調整を行った。調整の結果、

罰則があるため、検察庁との協議を求められた。（津山市）

その他 

観光部局 

生 活 衛 生 部 局 

○条例制定（平成 24 年度）の前（平成 22 年度）に、京町屋等の現状と課題、京町屋の保

全・活用等の枠組み，法 3条その他条例，制度の素案の作成について調整を行った。調

整内容は条例の条文へ反映された。（京都市）
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３．行政庁内の調整（関係する審議会（建築審査会を含む）との調整 

①建築審査会のみに諮る場合

審議会名 具体的な審議内容 

建築審査会 ○歴史的価値の有無（福岡市・藤沢市）

○適切な安全確保のための措置の有無（福岡市）

○条例規則（案）や同意基準・ガイドラインの内容について（津山市） 

○適切な安全確保のための措置の有無やその妥当性（藤沢市）

○歴史的価値の保全に関する支障の有無（藤沢市）

②建築審査会以外の審議会にも諮る場合

審査会 具体的な審議内容 

建築審査会 ○現状変更の規制及び保存のための措置

○法適用除外指定の必要性

○保存活用計画や代替措置が交通上、構造上、防火上、衛生上支障が

ないか

○歴史的価値の有無

専門委員会 ○歴史的価値の有無（鎌倉市）

○適切な安全確保のための措置の有無等（鎌倉市）

景観審議会 ○建築物の、都市景観の形成上の価値の有無

○保存活用計画(保存・管理、活用、防災、環境の保全、保存活用に

係る手続き）の内容

○建築物の指定及び保存活用計画の内容の、都市景観の形成上の妥当

性

○安全確保のための措置の妥当性

文化財保護審

議会 

○各対象建築物の保存のために協議が必要とされる事項

その他 （保存活用アドバイザー／京都市） 

○地震・火災に対する安全性

○景観的価値・文化的価値

（歴史的景観保全委員への意見聴取／横浜市） 

○歴史的景観の保全と活用を推進するうえで、建築物の指定及び保存

活用計画の内容が妥当か

（伝統的建造物群保存審議会、歴史的風致維持向上協議会／川越市） 

○各対象建築物の保存のために協議が必要とされる事項

（（仮称）富岡市歴史的建築物の保存及び活用に関する審査検討委員

会／富岡市） 

○安全確保のための措置の適否

○歴史的価値の有無

※小田原市・氷見市は記載なし
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③専門委員会の設置

専門委員会 

の分野 
専門委員会名 

審議会や建築審

査会との関係 

専門委員会 

の役割 

委員の 

人数、構成等 

景観専門 

委員会 

景観審査部会

（横浜市） 

都市美対策審議

会の下に設置 

景観条例の運用

に関すること等

について審議 

６人（学識経験

者、経済団体、公

募委員） 

建築専門 

委員会 

建築審査会専門

委員会（鎌倉市） 

建築審査会の下

に設置 

歴史的建築物、構

造、防火に関する

専門的事項につ

いて意見聴取 

歴史的建築物保

存分野 1名、 

構造分野 1名、 

防火分野 1名 

歴史的建築物調

査部会（福岡市） 

建築審査会の下

に設置 

文化的価値の有

無及び建築物の

安全性に関する

専門的な事項に

ついて審議 

部会長（建築審査

会会長） 

専門調査員 3 名

（文化財，構造，

ヘリテージマネ

ージャー） 

専門調査員（藤

沢市） 

建築審査会の下

に設置 

建築基準に関す

る専門的な事項

及び歴史的価値

について審議 

未定 

その他 

豊岡市歴史的建

築物保存活用専

門委員会 

条例独自の委員

会 

・歴史的価値の有

無 

・建築基準に関す

る専門的な事

項について審

議 

規則上 10 名以内 

(6名で運用予定) 

歴史的建築物活

用の保存・活用

専門委員会（案）

（氷見市） 

未定（富山県と協

議が必要） 

保存計画の審査

及び計画への助

言 

準備会は 18 名で

構成したが、県内

在住の専門家を

中心とした少人

数のメンバー構

成を検討 

※色付きは条例未制定の自治体

※神戸市、京都市、兵庫県、川越市、津山市（予定）は設置無し

※条例制定途中の富岡市、小田原市は回答無し
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４．異なる行政庁との調整 

①条例制定が都道府県の場合

調整先 タイミング 調整内容 条例への反映 

県内の特定

行政庁 

条例制定の 

作業時 

条例の運用（建築基準法との関

係） 

－ 

県内の景観

行政担当課

（景観行政

団体含む） 

条例制定の 

作業時 

条例の運用 － 

②条例制定が特定行政庁（都道府県を除く）の場合

調整先 タイミング 調整内容 条例への反映 

歴史的建築

物を有する

他の行政庁 

条例制定前 ○保存しようとする伝統木造建

築物について，構造，防火避難，

細街路，用途変更等についての

建築基準法上の所見

○保存建築物の安全性

の確保等に関する指

針（要綱）に反映

日本建築学

会 

条例制定前 ○保存しようとする伝統木造建

築物について，構造，細街路等

についての建築基準法上の所

見

○保存建築物の安全性

の確保等に関する指

針（要綱）に反映

防火・構造等

に関する専

門家・専門機

関 

条例制定前 ○限界耐力計算について ○保存建築物の安全性

の確保等に関する指

針（要綱）に反映

○防火措置（外壁・軒裏・開口部）

について

○構造関連規定について

○保存建築物の安全性

の確保等に関する指

針（要綱）に反映

○防火措置（外壁・軒裏・開口部）

について ほか

○保存建築物の安全性

の確保等に関する指

針（要綱）に反映

○防火構造について

○既存不適格建築物に対する遡

及適用について

○保存建築物の安全性

の確保等に関する指

針（要綱）に反映

地方検察庁 議会上程前 ○罰則規定 ○案のとおり

建築審査会 

条例制定前 ○条例制定の要否について － 

未定 ○建築審査会へ諮問内容及び専

門調査員の人選について（予

定）

○未定
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③条例制定が特定行政庁以外の場合

調整先 タイミング 調整内容 条例への反映 

県の建築指

導担当部署 

条例制定前 ○問題点の洗い出し

○代替措置の内容等

○適用除外の申出のタ

イミング

○変更認定時の意見聴

取

○建築審査会に諮るタイミング

○安全性等に関する審査の役割

分担（すべて市が審査すること

になった）

○市の登録後、法 3条 1

項 3号の指定がされ

ない場合は、登録を抹

消できることとした。 

○特定行政庁としての観点 ○未定

条例制定作

業中 

○条例の審査ルート

○市専門委員会の人選の調整

○指針等に考え方を取

りまとめ

条例案作成

後 

○建築審査会に諮るタイミング

○安全性等に関する審査の役割

分担（すべて市が審査すること

になった）（再掲）

○市の登録後、法 3条 1

項 3号の指定がされ

ない場合は、登録を抹

消できることとした。

（再掲）

歴史的建築

物保存活用

検討委員会 

条例制定前 ○問題点の洗い出し

○代替措置の内容等

○指針等に考え方を取

りまとめ

消防部局 

条例制定作

業中 

○条例内での役割、審査ルート等

について

○認定、現状変更許可、

変更認定時の意見聴

取

・なし（神戸市、横浜市、福岡市、鎌倉市、小田原市）
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５．対外的な説明について 

①計画への位置づけ

位置づけの 

有無 
自治体名 計画名 

位置付け有り 

京都市 はばたけ未来へ！京プラン 

横浜市 横浜市景観ビジョン 

川越市 川越市歴史的風致維持向上計画 

富岡市 第 2次富岡市総合計画 

小田原市 小田原市歴史的風致維持向上計画 

津山市 歴史的風致維持向上計画 

氷見市（予定） 未定 

位置づけ無し 

神戸市 ― 

兵庫県 ― 

鎌倉市 ― 

藤沢市 ― 

未定 
福岡市 未定 

豊岡市 未定 

②対外的な説明について

説明先 説明内容 

庁内 

・都市行政

・建築行政

・景観行政

・文化財行政

・企画部局

・消防部局

条例を制定

することの

効果 

○歴史的建築物や景観上重要な建築物の保存と活用の促

進が図られる。

○建築確認不要の小規模修繕の横行をくい止め、行政の

関与を進めることで査察等への協力が可能となる。

○適用除外による代替措置を施すことで安全性が向上す

る。

建築基準法

の適用除外

について 

○建築物の重要な部分の保存を図るとともに、新たな用

途での活用の自由度が向上する。

○建築物の安全性を向上させ保存していく選択肢の一つ

である。

○条例で安全性を担保するため、危険性の増大を推進す

るものではない

○古民家を活用した民泊など、民間における歴史的建築

物の活用の促進につながる

その他 ○審査ルート及び現地指導等の情報共有

○助成制度の説明

○現行建築基準法で対応ができる場合はこれまで通りの

運用となる。
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説明先 説明内容 

議会 条例を制定

することの

効果 

○歴史的建築物や景観上重要な建築物の保存と活用の促

進が図られる。 

○国宝・重要文化財以外にも伝統的な木造の建築物につ

いて、これまで困難であった建築行為を可能にする。 

○建築物の安全性等の確保と歴史的建造物としての価値

の保全とのバランスを取りながら、積極的に保存活用

を行うことが可能となる。 

○歴史文化の継承と地域の活性を図ることができる。 

○所有者への支援策 

建築基準法

の適用除外

について 

○適用を除外するが、法に代わる安全性を可能な限り確

保する制度とする。 

○景観を形成し，文化を伝える建築物を次世代に継承し

ていくための制度である。 

○外観を維持したまま建築基準法に適合させることが困

難な場合に活用する。 

○建築物の重要な部分の保存を図るとともに、新たな用

途での活用の自由度が向上する。 

○建築物の安全性を向上させ保存していく選択肢の一つ

である。 

○条例で安全性を担保するため、危険性の増大を推進す

るものではない 

○古民家を活用した民泊など、民間における歴史的建築

物の活用の促進につながる 

その他 ○パブコメ結果の報告 

○条例案の上程 

○新たな規制、負担をかけるものでは無い 

○助成制度の説明 

○現行建築基準法で対応ができる場合はこれまで通りの

運用となる。 
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説明先 説明内容 

市民 条例を制定

することの

効果 

○歴史的建築物や景観上重要な建築物の保存と活用の促

進が図られる。

○国宝・重要文化財以外にも伝統的な木造の建築物につ

いて、これまで困難であった建築行為を可能にする。

○建築物の安全性等の確保と歴史的建造物としての価値

の保全とのバランスを取りながら、積極的に保存活用

を行うことが可能となる。

○歴史文化の継承と地域の活性を図ることができる。

○所有者への支援策

建築基準法

の適用除外

について 

○適用を除外するが、法に代わる安全性を可能な限り確

保する制度とする。

○景観を形成し，文化を伝える建築物を次世代に継承し

ていくための制度である。

○外観を維持したまま建築基準法に適合させることが困

難な場合に活用する。

○建築物の重要な部分の保存を図るとともに、新たな用

途での活用の自由度が向上する。

○建築物の安全性を向上させ保存していく選択肢の一つ

である。

その他 ○パブコメの募集

○条例制定後の説明会の実施

○助成制度の説明

審議会 

・建築審査会

・景観審議会

・伝統的建造物

保存地区保

存審議会 

・歴史的風致維

持向上協議

会 

・文化財保護審

議会 

条例を制定

することの

効果 

○歴史的建築物や景観上重要な建築物の保存と活用の促

進が図られる。

○歴史文化の継承と地域の活性を図ることができる。

建築基準法

の適用除外

について 

○適用を除外するが、法に代わる安全性を可能な限り確

保する制度とする。

○建築物の重要な部分の保存を図るとともに、新たな用

途での活用の自由度が向上する。

○建築物の安全性を向上させ保存していく選択肢の一つ

である。

○条例で安全性を担保するため、危険性の増大を推進す

るものではない

その他 ○新たな規制、負担をかけるものでは無い

○現行建築基準法で対応ができる場合はこれまで通りの

運用となる。

17



 

説明先 説明内容 

所有者等 条例を制定

することの

効果 

○歴史的建築物の保存と活用を促進するための施策の拡

充を図る

○保存指定箇所以外の部分について快適性の向上が可能

建築基準法

の適用除外

について 

○建築物の重要な部分の保存を図るとともに、新たな用

途での活用の自由度を高める。

○適合通知書の発行により検査済証に変わる行政の証明

が可能

その他 ○新たな規制、負担をかけるものでは無い

道路管理者 条例を制定

することの

効果 

○道路上に突出した庇の合法化

建築基準法

の適用除外

について 

○建築基準法第 44 条の適用除外による道路管理者の責

任の軽減

関係団体 

・建築関係団体

・町並み委員会

・NPO 法人

条例を制定

することの

効果 

○歴史的建築物や景観上重要な建築物の保存と活用の促

進が図られる。

○所有者への支援策

建築基準法

の適用除外

について 

○適合通知書の発行により検査済証に変わる行政の証明

が可能

○現状より安全性の向上が可能

その他 ○新たな規制、負担をかけるものでは無い

○具体的な手続きの説明

○助成制度の説明

事業者 条例を制定

することの

効果 

○歴史的建築物の保存活用が推進され、歴史文化の継承

と地域の活性を図ることができる。

建築基準法

の適用除外

について 

○適用を除外するが、法に代わる安全性を可能な限り確

保する制度とする。
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6.条例内容の検討

①条例の対象建築物のうち、知事・市長が指定するものの指定基準について

神戸市 京都市 横浜市 兵庫県 福岡市 川越市 鎌倉市 豊岡市 富岡市 津山市 藤沢市 小田原市 氷見市 

外形 

基準 

構築年代 ― ― ― ― 昭和 25 年以前 ― ― - 未定 戦前 原則法施行前 ― ― 

構造方法 
― ― ― ― ― ― 安全上支障がな

いこと 

木造 未定 ― ― ― ― 

延べ面積 ― ― ― ― ― ― ― - 未定 ― ― ― ― 

階数 ― ― ― ― ― ― ― - 未定 未定 ― ― ― 

用途 ― ― ― ― ― ― ― 主に特殊建築物 未定 未定 ― ― ― 

その他 

― ― ― ― ― 条例の目的に適

合するもの。 

・防火上支障がな

いこと 

・交通上支障がな

いこと 

・衛生上支障がな

いこと 

・国登録有形文化財

・県登録有形文化財

・景観重要建造物

・その他市長が認め

るもの

未定 ― ― ― ― 

外形基準以外 

の基準 

神戸市都市景

観条例に基づ

く景観形成重

要建築物にお

いて保存活用

計画を定めた

もの 

条例の目的に適

合するもの 

具体的な指定基

準は定めておら

ず、魅力ある都市

景観の形成や、歴

史的景観の保全

と活用を推進し

ていくうえで指

定が妥当か、歴史

的景観保全委員

及び都市美対策

審議会の意見を

聞きながら個別

に判断している。 

景観条例により

指定された景観

形成重要建造物

であること 

特段の規定は設

けていない 

（ただし，国，市

登録文化財相当

の歴史的，文化的

価値を有すると

判断される建築

物であること） 

想定としては、登

録有形文化財、景

観重要建造物、歴

史的風致形成建

造物、伝統的建造

物と同等の歴史

的価値を有する

建築物であった

が、倒壊や老朽化

等により現状で

はそのどれにも

指定が難しいも

の。 

基準法を適用し

た場合、保存活用

する地域の用途

地域に建築する

ことができない

用途への変更を

伴うときは、あら

かじめ、用途の変

更に利害関係を

有するものの出

頭を求めて、公開

による意見聴取

を行う。 

・上表の「その他」

の項目による

基準(有名建築

家による設計、

文化人等との

係わり） 

・その他市長が認

めるものとし

て、建築物単体

の基準でなく、

まちなみ景観

を形成してい

る一部として

必要な建築物 

未定 未定 歴史的価値があ

るか否か 

― - 

指定プロセス 

市長は，景観

形成重要建築

物等の指定を

しようとする

ときは，あら

かじめ，都市

景観審議会の

意見を聴くと

ともに，当該

建築物，工作

物等の所有者

等の同意を得

なければなら

ない。(神戸市

都市景観条例

第 28 条の 3 

2 項） 

景観部署や文化

財部署に意見照

会を行ったうえ

で指定を行う。 

都市美対策審議

会の意見を聴く

とともに、当該歴

史的建造物の所

有者等の同意を

得たうえで指定 

所有者の同意を

得るとともに、建

築物が存する市

町の長及び景観

審議会の意見を

聴いた上で指定 

①「保存活用計

画」の登録を建

築審査会に諮

問

②建築審査会会

長（部会長）が

「歴史的建築

物調査部会」を

招集

③「歴史的建築物

調査部会」にお

いて「保存活用

計画」の審議 

④建築審査会へ

の報告及び登

録の同意，登録

手続き

⑤指定に関し，建

築審査会での

同意，指定手続

き

指定要領を別途

定める。想定とし

ては、歴史的・文

化的な価値の有

無について客観

的な外部評価（候

補物により審議

会名は変わると

思われれる）を得

て、市長決裁。 

建築審査会の同

意を得て指定す

る。 

・上表の「その他」

の項目ごとのプ

ロセス

・その他市長が認

めるものとして、

地元団体等によ

る協議会にて推

薦する建築物(予

定)

― 建築審査会の意

見を聞いた上で

指定。 

歴史的価値が有

ると判断したう

えで、建築審査会

の下に設置する

専門調査員の意

見を聴取し指定

する。 

― ― 
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②条例の種類の選択について

条例の種類 理由 

新規に条例 

を制定 

○景観条例の対象以外も対象とすることとしたため、複数の法にまたがる建築

物を対象とするため。（京都市・川越市・鎌倉市・富岡市・津山市）

○建築基準法の所管部局と景観法の所管部局が異なり，実務上，単独条例のほ

うが有利であると判断されたため。建築審査会の同意を要すること。安全性

の確認において，建築基準法を基本とすることが適当であること。（福岡市） 

○建築基準法の適用を除外するが、法と同等の安全性が確保できる制度とした

いため。（藤沢市）

景観条例 

を改正 

○文化財指定をすると、活用に対する規制が厳しくなるため、従来からの景観

形成重要建築物等指定制度を拡充し、建築基準法の適用除外を可能とするこ

とで活用の自由度を挙げることを目的とした。（神戸市）

○景観条例に基づき指定された景観形成重要建造物について保存活用を図るた

め、制度の趣旨が景観条例の趣旨と合致しているため（兵庫県・横浜市）

未定 

○全体としての方針が出ておらず、制定途中である。（小田原市）

○平成２９年度に制定を予定している景観条例が有力であると考えている。（氷

見市）
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７．対象建築物について 

①適用除外を予定している建築物の概要

no. 建築時期 延べ面積 階数 構造方法 従前の用途 

従後 

用途地域 
都市計画 

区域内外 
その他周辺状況等 その他 

用途 
不特定多数 

の使用 

神戸市-1 
旧館：昭和 2年 

新館：昭和 7年 

旧館：約 4,400 ㎡ 

新館：約 11,600 ㎡ 

旧館：4 階建 

新館：4 階建 

旧館：RC 

新館：SRC 
生糸検査所 

ﾃﾞｻﾞｲﾝ・クリエイテ

ィブセンター神戸
有 準工業地域 区域内 

都市景観条例に基づく新港突堤西都市景観

形成地域 
- 

神戸市-2 大正 4年 411.61 ㎡ 2 階建て 木造 住宅 公開異人館 有 第２種中高層住居専用地域 区域内 
北野町山本通重要伝統的建造物群保存地区・

景観法に基づく北野山本通景観計画区域 
- 

京都市-1 慶応 4年（1868 年） 約 150 ㎡ 2 階建て 木造 住宅 
旅館（一棟貸しを

想定） 
無 商業地域 区域内 - 京町家 

京都市-2 
昭和 8年（1933 年）

頃 
約 4,200 ㎡ 4 階建て 

RC 造 

一部 SRC造 
小学校 ホテル 有 第２種住居地域 区域内 - 旧番組小学校 

京都市-3 
大正後期から昭和

初期 
約 900 ㎡ 2 階建て 木造 料亭 旅館 有 商業地域 区域内 - 旧料亭 

兵庫県-1 昭和初期 約 3,500 ㎡ ２階 木造 学校 学校 有 第二種中高層住居専用地域 区域内 - - 

福岡市-1 昭和 25 年以前 限定なし 限定なし 限定なし 限定なし 限定なし 限定なし 限定なし 限定なし 限定なし 限定なし 

川越市-1 明治～昭和初期 100 ㎡～350 ㎡ 2 階 木造 
店舗併用 

住宅 
店舗 有 商業地域 区域内 

中心市街地 

伝建地区とその周辺 

真壁町家 

洋風町家 

鎌倉市-1 昭和初期 420 ㎡ ２階建 木造 住宅 事務所等 検討中 第１種低層住居専用地域 区域内 閑静な住宅地 - 

豊岡市-1 昭和初期 500～1000 ㎡程度 3 階 木造 旅館 
旅館 

(一部飲食店) 
有 商業地域 区域内 木造旅館街 

長屋風 

(壁等の共有無し) 

富岡市-1 明治初期 405 ㎡ 2 階建 木造 長屋 未定 未定 商業地域 区域内 
中心市街地 

（富岡製糸場近い） 
旧韮塚製糸場 

富岡市-2 明治後期～大正 
約 1,600 ㎡ 

（4 棟合計） 

平屋（1 棟） 

2 階建（3 棟） 

煉瓦造、大谷

石造、木造 
倉庫、物販店 

博物館、飲食店、

物販店 
有 商業地域 区域内 

中心市街地 

（市役所隣接地） 

煉瓦、大谷石、土蔵が一つ

の敷地内にある 

富岡市-3 昭和 11 年 1,192 ㎡ 平屋 木造 集会所 
集会所 

飲食店 
有 無指定 区域内 住宅地 旧東國敬神道場 

富岡市-4 
大正 7年頃 

昭和 42 年 

290 ㎡ 

（2 棟合計） 
2 階建 木造 

歯科医院併用

住宅 

宿泊施設 

飲食店 
有 商業地域 区域内 中心市街地 - 

津山市-1 江戸後期 約 150 ㎡ ２階 木造 住宅 旅館 有 近隣商業 区域内 伝建地区 町家を想定 

津山市-2 明治初期 約 250 ㎡ ２階 木造 住宅 飲食店 有 近隣商業 区域内 伝建地区 商家を想定 

津山市-3 昭和９年 約 1800 ㎡ 3 階 ＲＣ造 博物館 未定 有 商業 区域内 準防火 元市庁舎 

藤沢市-1 
大正 14 年（１９２５

年） 
約 170 ㎡ 地上２階 木造 

障がい者就労支

援施設・喫茶店 
未定 有 商業地域 区域内 中心市街地 - 

藤沢市-2 昭和 8年（１９３３年） 約 100 ㎡ 平屋 木造 集会所 未定 無 第一種低層住居専用地域 区域内 住宅地 - 

藤沢市-3 
明治 44 年（１９１１

年） 
約 100 ㎡ 地上２階 土蔵造 店舗 未定 未定 近隣商業地域 区域内 住宅地 店蔵という特徴を持つ町家 

藤沢市-4 昭和 7年（１９３２年） 約 1400 ㎡ 
地下１階 

地上３階 
ＳＲＣ造 飲食店等 未定 有 第二種中高層住居専用地域 区域内 公共施設敷地内 スパニッシュ様式

小田原市-1 昭和初期 約 230 ㎡ 平屋 木造 住宅 旅館、飲食店 有 第一種低層住居専用地域 区域内 住宅街 - 

氷見市-1 築４５年以上 － ２階建 木造 住宅 
ゲストハウス、カフ

エなど
有 商業、近隣商業、第１種住居、準工業 区域内 中心市街地 町家を想定 
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②適用除外を予定している建築物の活用の際に、適合困難な建築基準法の規定

適合困難な 

建築基準法の規定 
従前建築物 従後建築物（改修内容） 行政庁名 

構造耐力（第 20 条） 

木造 3階建旅館 
旅館の増築及び一部用途変更（飲

食店） 
豊岡市 

京町家 
旅館への用途変更及び水回りの

増築等 
京都市 

旧番組小学校 ホテルへの用途変更及び増築等 京都市 

旧料亭 
旅館への用途変更及び収納スペ

ースの増築等 
京都市 

近世町家 旅館 津山市 

民間製糸場（現在は長

屋） 
未定 富岡市 

絹産業関連施設 

（倉庫・物販店舗） 

世界遺産センター 

物販店舗・飲食店等 
富岡市 

旧東國敬神道場（集会

場） 
集会所・飲食店等 富岡市 

大規模建築物等の主要構造

部等（第 21 条） 
学校校舎 学校校舎 兵庫県 

外壁（第 23 条） 

間口が狭く奥深い敷地

形状の近世町家 
店舗 川越市 

民間製糸場（現在は長

屋） 
未定 富岡市 

防火壁（第 26 条） 
旧東國敬神道場（集会

場） 
集会所・飲食店等 富岡市 

耐火建築物等（第 27 条） 

木造 3階建旅館 
旅館の増築及び一部用途変更（飲

食店） 
豊岡市 

旧料亭 
旅館への用途変更及び収納スペ

ースの増築等 
京都市 

木造建築物 特建への用途変更 福岡市 

居室の採光及び換気（第

28 条） 
町家 

リノベーション＋ゲストハウ

ス・カフェ等
氷見市 

避難及び消火に関する技

術的基準（第 35 条） 
住宅 宿泊＋カフェ兼文化体験施設 小田原市 

廊下の幅（令第 119 条） 旧料亭 
旅館への用途変更及び収納スペ

ースの増築等 
京都市 

２以上の直通階段 

（令第 121 条） 
木造 3階建旅館 

旅館の増築及び一部用途変更（飲

食店） 
豊岡市 

手すりの設置 

（令第 126 条第 1項） 
住宅（公開異人館） 

展示室及び異人館の案内センター 

（２階ホールの手摺高さの改修） 
神戸市 

排煙設備（令第 126 条

の 2・3） 

旧料亭 
旅館への用途変更及び収納スペ

ースの増築等 
京都市 

近世町家 旅館 津山市 

旧東國敬神道場（集会

場） 
集会所・飲食店等 富岡市 
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特殊建築物等の内装 

（第 35 条の 2） 

生糸検査所 展示スペース・レンタルオフィス 神戸市 

住宅（公開異人館） 展示室及び異人館の案内センター 神戸市 

旧番組小学校 ホテルへの用途変更及び増築等 京都市 

旧料亭 
旅館への用途変更及び収納スペ

ースの増築等 
京都市 

第２章におけるその他技

術的基準（第 36 条） 
－ － － 

居室の高さ（令第21条） 近世町家 旅館 津山市 

階段等の寸法（令第 23

条） 

生糸検査所 展示スペース・レンタルオフィス 神戸市 

旧料亭 
旅館への用途変更及び収納スペ

ースの増築等 
京都市 

町家 
リノベーション＋ゲストハウ

ス・カフェ等
氷見市 

木造建築物 特建への用途変更 福岡市 

防火上主要な間仕切壁 

（令第 114 条第 2項） 

木造 3階建旅館 
旅館の増築及び一部用途変更（飲

食店） 
豊岡市 

木造建築物 特建への用途変更 福岡市 

接道（第 43 条） 
間口が狭く奥深い敷地

形状の近世町家 
店舗 川越市 

道路内の建築制限（第 44

条） 

間口が狭く奥深い敷地

形状の近世町家 
店舗 川越市 

木造 3階建旅館 
旅館の増築及び一部用途変更（飲

食店） 
豊岡市 

歯科医院併用住宅 宿泊施設、飲食店 富岡市 

用途地域等（第 48 条） 住宅 宿泊及びカフェ兼文化体験施設 小田原市 

建ぺい率（第 53 条） 木造 3階建旅館 
旅館の増築及び一部用途変更（飲

食店） 
豊岡市 

日影規制（第 56 条の 2） 旧番組小学校 ホテルへの用途変更及び増築等 京都市 

高度地区（第 58 条） 旧番組小学校 ホテルへの用途変更及び増築等 京都市 

準防火地域（第 62 条） 町家 
リノベーション＋ゲストハウ

ス・カフェ等
氷見市 

延焼のおそれのある部分

の外壁の防火改修（第 62

条第 2項） 

住宅（公開異人館） 展示室及び異人館の案内センター 神戸市 

京町家 
旅館への用途変更及び水回りの増

築等 
京都市 

延焼のおそれのある部分

の開口部の防火戸設置

（第 64 条） 

住宅（公開異人館） 展示室及び異人館の案内センター 神戸市 

京町家 
旅館への用途変更及び水回りの

増築等 
京都市 

町家 
リノベーション＋ゲストハウ

ス・カフェ等
氷見市 
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（参考） 行政庁別対象建築物の概要及びその活用方法（一覧） 

建築物の概要 その建築物の活用方法 行政庁名 

生糸検査所 展示スペース・レンタルオフィス 
神戸市 

住宅（公開異人館） 展示室及び異人館の案内センター 

近世町家 

間口が狭く奥深い町家の敷地形状において、通りに面す
る歴史的建築物を保存しながら店舗として活用しつつ、
住民が住み続けられる環境をつくりたい。 

川越市 

木造 3 階建旅館 

近年の観光客のニーズに対応するため、増築及び一部用
途変更等を行い使いながら保存していくことを目的と
している。 

豊岡市 

日本家屋 寄贈を受けた住宅の活用 鎌倉市 

京町家 旅館への用途変更及び水回りの増築等 

京都市 旧番組小学校 ホテルへの用途変更及び増築等

旧料亭 旅館への用途変更及び収納スペースの増築等 

住宅 

宿泊及びカフェ兼文化体験施設として活用することで、
近隣にある歴史的建造物と連携し、「面」的な歴史的ま
ちづくりを推進することを目的としている。 

小田原市 

近世町家 住宅から用途変更し、旅館として活用 津山市 

大正期の民家 

不明 藤沢市 
昭和初期の診療所 

明治後期の町家 

昭和初期のクラブハウス 

町家（築 45 年以上経過） 
住宅としてのリノベーションに加え、用途変更し住宅用
途以外での活用を目的としている。 

氷見市 

富岡製糸場の建設に尽力し
た韮塚直次郎が創業した民
間製糸場で、現在は長屋 

明治初期の姿に復元する予定だが、活用方法は未定 

富岡市 

絹産業に深く関係し、本市
発展の歴史、文化を表す建
築物 

世界遺産センター、物品販売店舗、飲食店等 

旧東國敬神道場大江國風建
築塾の設計 

集会所、飲食店等 

歯科医院併用住宅 宿泊施設及び飲食店として活用する。 

学校校舎 安全性、快適性等を向上させ、従前の用途のまま使用 兵庫県 

木造建築物 特殊建築物への用途変更 
福岡市 

２階建て以上の住宅 住宅用途以外での活用 
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条例制定のプロセス（フローチャート） 

１ 特定行政庁の場合 

■条例制定前段作業

・条例制定に際しての自治体内の政策・計画等への位置づけ等について、関係者全体で意見交換することが重要である。

・自治体内に建築主事が置かれているため、条例制定の主管課が庁内において部局内調整を始める。

※建築指導部局以外の部局が条例の主管課になる場合（景観条例を改正する場合等）は、当該時点で建築指導部局との調整が必要となる。

条例制定の主管課 ⇒ 庁内調整 部局内調整 

・対象となる建築物の対象・種類及び建築行為時の問題・課題、解決の方向性、条例制定に関わる内容（条例の種類、課題点）等を検討

■ 条例制定案作成作業

条例制定の主管課 ⇒ 庁内調整 他部局との調整

・当該建築物の活用方法に応じて、政策・計画等への位置づけや、法令上の取り扱い等について其々の担当部局との調整を実施し、条例の素案を

作成

主な検討内容 調整先

・自治体内の関連施策・計画（景観、観光、地域活性化等）等への位置づけ ⇒ 政策・計画等関連部局全て

・保存活用計画策定後の事務手続きフローの確認* ⇒ 事務手続きに関わる部局全て

・保存建築物（対象建築物）の基準・範囲 ⇒ 文化財関連部局

・消防法における防災上の措置等 ⇒ 消防担当部局

・当該建築物の飲食店等への活用 ⇒ 生活衛生担当部局 等

＊当該条例制定に際し、建築審査会条例を変更することや専門委員会の設置等を見込む場合は当該時点での検討が必要。 

条例制定の主管課 ⇒ 庁外調整 他の自治体、専門機関、有識者等との調整 

・当該建築物の活用・運用の方策・規定等について他の自治体、有識者等との調整を実施

主な検討内容 調整先

・条例制定・運用時の問題点、課題点等 ⇒ 条例策定・検討する他の自治体

・構造関連に関する問題点、課題点、委員会の運営等 ⇒ 有識者等

・防火避難関連に関する問題点、課題点、委員会の運営等 ⇒ 有識者等

・建築審査会への意見聴取 ⇒ 建築審査会

※条例の作成主体が都道府県の場合、当該時点で特定行政庁や景観行政団体である市との調整が必要

条例制定の主管課 ⇒ 庁内調整 他部局との調整 

・条例案を作成し、追加で確認すべき内容について担当部局と調整を実施。

主な検討内容 調整先

・条例制定後の消防同意の取り扱い等について ⇒ 消防担当部局

・罰則について ⇒ 検察部局

・条文の校閲等 ⇒ 法制部局

【第３回・資料３-１】 

２ 特定行政庁以外の場合

■条例制定前段作業及び条例制定案作成作業

・自治体内に建築主事が置かれていないため、条例制定の検討に際しては、なるべく早期に特定行政庁である都道府県との調整が必要となる。ただ

し、条例制定前段作業において都道府県等との調整から始めるか、庁内調整から始めるかは自治体の状況による。

条例制定の主管課 ⇒ 庁内調整 部局内調整

・対象となる建築物の対象・種類及び建築行為時の問題・課題、解決の方向性、条例制定に関わる内容（条例の種類、課題点）等を検討

条例制定の主管課 

⇒ 庁外調整 関係部局、専門家を交えた検討

 

 

 

 

 

条例制定の主管課 ⇒  庁外調整 他の自治体、専門機関、有識者等との調整 

・当該建築物の活用・運用の方策・規定等について他の自治体、有識者等との意見交換、調整を実施し、条例の素案を修正

主な検討内容 調整先

・条例制定・運用時の問題点、課題点等 ⇒ 当該条例策定・検討自治体

・構造関連に関する問題点、課題点等 ⇒ 有識者等

・防火避難関連に関する問題点、課題点等 ⇒ 有識者等

条例制定の主管課 ⇒  庁外調整 特定行政庁である都道府県 

・修正した条例の素案について、当該建築物の活用・運用の方策・規定、専門委員会の設置・人選、建築物の審査ルート等について、

都道府県の建築指導部局と調整し、条例の修正案を作成

主な検討内容 調整先

・条例に基づく建築物の審査ルート

・当該建築物の活用・運用の方策・規定 ⇒ 都道府県建築指導部局

・専門委員会の設置検討 等

庁内調整 他部局との調整 

・修正後の条例案について、追加で確認すべき内容について担当部局と調整し、条例案を確定

主な検討内容 調整先

・条例制定後の消防同意の取り扱い等について ⇒ 消防担当部局

・罰則について ⇒ 検察部局

・条文の校閲等 ⇒ 法制部局

凡例 ※庁内調整（同じ自治体内の調整） 庁外調整（別の自治体（都道府県等含む）、有識者等）

・自治体内に建築主事が置かれていないため、条例制定の検討に際し、

建築主事である都道府県との調整が必然となるため、当該段階にお

いて条例制定にかかる調整先や有識者を交え、検討することが求め

られる。 

主な検討内容  調整先 

   

・当該建築物の活用方法に応じて、其々の担当部局間で条例制定に向け

ての意見調整を実施（併せて条例の素案についても検討）

主な検討内容  調整先

条例制定の主管課 

⇒ 庁内調整 他部局との調整

⇒ 都道府県建築指導部局、有識者

⇒ 文化財関連部局、有識者

・条例制定・運用について

・対象となる建築物の種類及び

建築行為時の問題

・

・自治体内の関連施策・計画（景

観、観光、地域活性化等）等へ

の位置づけ 

・保存活用計画策定後の事務手続

きフローの確認 

・保存建築物（対象建築物）の基

準・範囲 

・消防法における防災上の措置等 

・当該建築物の飲食店等への活用 

⇒ 政策・計画等関連部局全て

⇒ 事務手続きに関わる部局全て

⇒ 文化財関連部局

⇒ 消防担当部局

⇒ 生活衛生担当部局 等

条例の主管課 庁内調整 部局内調 庁内調整 他部局との調整 

庁外調整 特定行政庁との調整 
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その他条例に基づく保存活用計画の内容についての整理 

・第3回、第4回連絡会議用アンケート回答・提供資料具体の事例に基づき、その他条例適用の11事例の保存活用計画の検討プロセスについて整理した。（アンケート回答の詳細は参考資料６参照）。

※当該アンケートは、連絡会議参加自治体全てに実施。

１・条例適用11 事例における保存活用計画の整理 

・その他条例に基づき、現時点で作成済の保存活用計画（11事例）のうち、横浜市、京都市の（9事例）について整理を行った。

２・各類型の特徴 

類型 １）：景観条例の改正（重要文化財の保存活用計画*に準ずる場合）の特徴 横浜市 ２）：その他条例を新規に制定し、保存活用計画の構成を独自で定める場合の特徴 京都市 

（１）作成主体 ○作成主体：市長 ○作成主体：所有者

（２）当該適用事例 

2事例 

①旧円通寺客殿（旧木村家住宅主屋）②旧藤本家住宅主屋及び東屋）

⇒参照 資料3-3-1、資料3-3-2 

7事例 

①龍谷大学深草町家キャンパス ②鴨沂高校 ⇒参照 資料3-4-1、資料3-4-2 

③青蓮院大摩堂外陣（旧平安道場）

④東福寺本坊庫裏 ⑤東本願寺御影堂 ⑥紫明会館 ⑦京大和（翠紅館、送陽亭、翠紅庵、胡薩庵）

（３）保存活用計画

策定の目的

※ヒアリン

グによる

・特定景観形成歴史的建造物のみが当該条例の対象であり、市長は、保存活用計画を策定しよう

とするときは、あらかじめ所有者等と協議して保存活用計画の案を作成し、都市美対策審議会

の意見を聞くこととなる。 

・保存活用計画は、その保存と適切な活用の両立を目指すことを目的として策定する。

・条例制定の目的は、歴史的建築物を保存活用することであり、作成主体は所有者である。

・景観条例に基づく保存活用計画を策定する際には、都市美対策審議会へ意見聴取が求められ、

その際に保存活用に係る目標や方針、現状変更の規制、保存のための措置、その他必要事項を

記述する。

・条文においては、保存活用計画について、「工事の内容」、「安全性」、「維持管理」等の記載を明示

している。

⇒（５）保存活用計画の構成（条例記載項目参照）

・具体の代替措置、工事内容については、事前相談や１回目の建築審査会（報告）、都市美対策

審議会、の段階で検討を実施し、最終的には２回目の建築審査会（同意）にて確定する。

・保存活用計画は、その他条例を適用するに当たり、建築確認申請の代替措置として適切とみなされる計

画内容を確認するための図書的資料として作成することを目的としている。 

（４）保存活用計画

の構成上の

特徴

・当該保存活用計画は、重要文化財（建造物）保存活用策定指針に準じ作成。

・保存管理計画において、保存建築物の保存・保全箇所を明示化した上で、当該価値を担保しつ

つ活用する方策を検討。

・保存建築物の保存管理及び活用に関する計画（又は方針）を示し、保存建築物の箇所別に保存

箇所（当該箇所の文化的価値の重要性を特に言及）、保全箇所、その他等に分類、整理した上

で、管理計画内容を列記。⇒参照 資料3-3-1 ｐ37-41 

・保存活用計画の構成上の特徴は、「保存建築物を継続使用するための計画の立案」、「維持管理に関す

る計画の立案」に重点が置かれている。

・実際の保存活用計画には、事業計画書、工事工程表、各室利用計画等が記載されると共に、「地震に対

する安全性の評価説明書」、「火災に対する安全性の評価説明書」、「地震・火災に対する安全性の向

上を目的とした改修計画書」を記載。⇒参照 資料3-4-1 ｐ2-7 

（５）保存活用計画

への記載項目

条例による明示 

・名称及び概要 ・名称及び概要

・所有者の氏名及び住所 ・所有者の氏名及び住所

・保存および活用に係る目標及び方針 - 

・現状変更の規制及び保存のための措置に関する事項 - 

- 

・工事の内容

・安全性

・維持管理

・その他必要な事項 ・市長が必要と認める事項

（６）条例における

保存建築物の

対象

・景観重要建造物（景観法第１９条第１項）

・登録有形文化財（文化財保護法）

・京都府文化財保護条例第５２条第１項の規定により登録された文化財

・京都市文化財保護条例第４１条第１項の規定により登録された文化財

・歴史的風致形成建造物（地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律第１２条第１項に規定する）

・京都市市街地景観整備条例第３８条に規定する歴史的意匠建造物

・市長が歴史的な価値を有する建造物（これと一体となって魅力ある都市景観を形成している土

地そのたの物件を含む。以下「歴史的建造物」という。）であって、魅力ある都市景観の創造

を推進する上で特に重要なものとして「特定景観形成歴史的建造物」と指定したもの。

・文化財保護法第27条（重要文化財）、第78条（重要有形民俗文化財）等を除く。

・神奈川県文化財保護条例、横浜市文化財保護条例に基づき指定された文化財を除く。

・景観法第19条第１項（景観重要建築物）を除く。

・その他市長が前条の目的として別に指定するもの

【第４回・資料３-１】 
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保存活用計画の検討プロセス（横浜市及び京都市の事例） 

横浜市 京都市 

・保存活用計画を作成することの主題は「目標及び方針」「現状変更の規制及び保存のための措置に関す

る事項」を明示し、その保存と適切な活用の両立を目指すことを目的として策定する。

・具体の代替措置、工事内容については、事前相談や１回目の建築審査会（報告）、都市美対策審議会の各

段階で検討を実施し、最終的には２回目の建築審査会（同意）にて確定する。

・保存活用計画は，その他条例を適用するに当たり，対象となる建築物を良好な状態で保存しながら使い続け

るために，現状変更の内容と安全性の確保のために講じる措置，維持管理の内容をまとめたものとして作

成，提出頂いている。 

・保存活用計画そのものは、審査会では開示せず、当該資料を基に説明資料を作成し、審査会資料として使用

している。

横浜市建築審査会 

（報告） 
提出資料１ 

・概要の報告

横浜市都市美対策 

審議会 
・特定景観形成歴史的建

造物の指定

提出資料２

・保存活用計画の策定

横浜市建築審査会 

（同意） 
・法第3条1項3号の同意

提出資料３

●提出資料２

１ 計画策定に至る経緯、目的 

２ 計画の概要 

３ 保存管理計画 

４ 環境保全計画 

５ 防災計画 

６ 活用計画 

７ 保護にかかる諸手続き 

８ 今後の取組方針 

「保存活用計画」 

⇒参照 資料3-3-1 

●提出資料１

横浜市都市美対策審議会

１ 申請の理由（概要、履歴、価値） 

２ 案内図・周辺状況図 

３ 用途地域図・防火地域図 

４ 申請建物の概要と今後の方針 

５ 写真（敷地状況、外観、内観） 

６ 防火・構造・安全のための措置 

７ 建築図 

８ 防災設備計画図 

・保存活用計画（案）（参考）

事前相談 
特定景観形成歴史的健造物の指定に向けての協議 

保存活用計画（案）の作成 （歴史的景観保全委員への意見聴取） 

法第3条1項3号の指定に向け、方針の検討、代替措置の検討 

１ 申請の理由（概要、履歴、価値） 

２ 案内図・周辺状況図 

３ 用途地域図・防火地域図 

４ 申請建物の概要と今後の方針 

５ 写真（敷地状況、外観、内観） 

６ 防火・構造・安全のための措置 

７ 建築図 

８ 防災設備計画図 

●提出資料３

京都市建築審査会 
（０）対象建築物の

指定の報告

提出資料１

京都市建築審査会 
（１）事前相談

提出資料２

京都市建築審査会 
（２）保存建築物登

録に係る建築審査

会意見聴取

提出資料２

京都市建築審査会 
（３）建築基準法適

用除外の指定（法

第3条1項3号の同

意）

提出資料２

●提出資料１

・対象建築物の概要説明

１ 概要 

２ 景観と文化的な価値 

３ 写真 

４ 配置図、各階平面図等 

５ 安全措置に係る資料 

（火災・地震） 

６ 維持管理計画 

●提出資料２
１ 建築物の概要（歴史的価

値を含む）  

２ 保存活用のための増築等

の工事内容  

３ 安全性の評価のための調

査結果報告書 

４ 火災に対する安全性の評

価説明書 

５ 地震に対する安全性の評

価説明書 

６ 地震又は火災に対する安

全性の向上を目的とした

改修計画書 

７ 維持管理に関する事項 

添付図面集 

●提出資料２※前回資料と同内容

建築審査会提出資料 

資料 

⇒参照 資料3-3-2 

●提出資料Ａ

※各事例の保存活用計画で示された代

替措置の内容について、消防へ全て

照会を実施。

保存活用計画そのものは審査会では

開示せず、審査会には、当該資料を

基に説明資料を作成。

所有者等による「保存活用計

画」の作成 提出資料Ａ 
建築審査会提出資料 

⇒参照 資料3-4-2 

「保存活用計画」 

⇒参照 資料3-4-1 

審議会、審査会提出資料 審査会非開示資料（自治体内保管資料） 

１ 概要 

２ 景観と文化的な価値 

３ 写真 

４ 配置図、各階平面図等 

５ 安全措置に係る資料 

（火災・地震） 

６ 維持管理計画 

●提出資料２※前々回資料と同内容

保存活用計画

から審査会説

明資料を作成 

１ 概要 

２ 景観と文化的な価値 

３ 写真 

４ 配置図、各階平面図等 

５ 安全措置に係る資料 

（火災・地震） 

６ 維持管理計画 

※保存活用計画はあくまで

任意の資料で、個別の説

明までは行わない。

※基本的には最終的な審査

会と同様の内容を求める

が、最終的な建築審査会

までに具体化するイメー

ジ。

※当該資料は審査会での意見を

受けて随時微修正を実施。

※提出資料１を基に都市

美対策審議会での意

見・内容を反映したも

のを作成。

【第４回・資料３-２】 
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